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Ｊ-ＲＥＩＴレポート

Ｊ-ＲＥＩＴとオフィス市況
新型コロナウイルスが新たなオフィス需要を生む可能性も
 Ｊ-ＲＥＩＴ（東証ＲＥＩＴ指数）が回復傾向をたどる中、オフィスセクターの出遅れが目
立つ。在宅勤務の増加によるオフィス市況悪化懸念等が背景にあるものと思われる。

 企業のオフィス拠点分散の動き等、新型コロナウイルスが新たな需要を生むことも考えら
れる。現時点では、オフィス市況が深刻な状況に陥る可能性は小さいものと見られる。

（審査確認番号 2020-TＢ114）

（1）東証ＲＥＩＴ指数及びセクター動向
• 新型コロナウイルス感染拡大により急落した東証ＲＥ
ＩＴ指数は3月19日を安値に回復基調入りし、6月19
日時点では安値から47％上昇しています。セクター
別上昇率では、住宅や商業・物流等が50％を超えて
いるのに対し、時価総額（2020年3月末時点）の約
半分を占めるオフィスは38％に留まっています（図
表1）。オフィスセクター出遅れの背景には、新型コ
ロナウイルス感染拡大を受けた在宅勤務の広がりによ
る市況悪化懸念等があるものと思われます。

（2）足元の都心5区オフィス市況
• Ｊ-ＲＥＩＴが保有するオフィスの内、約60％は都心
5区にあります（2020年3月末時点）。その都心5区
オフィスの2020年5月の状況ですが、空室率は
1.64％と前月比0.08ポイント上昇したものの、依然
過去最低水準近くで推移しており、賃料も前年同月比
＋6.7％と増加傾向をたどっています（図表2）。

（3）都心5区オフィス市況見通し
• 在宅勤務の増加等を背景に、一部にはオフィス市況が
大きく悪化するとの見方もあるようです。新型コロナ
ウイルスの悪影響は今後徐々に強まるものと見られま
すが、現時点では、以下の理由から深刻な状況に陥る
可能性は小さいものと見られます。

① 感染症対策として社員の距離を確保するために、必
要なオフィス面積が広くなる可能性があること

② 自宅での業務が困難な社員等を対象に企業がオフィ
スの拠点分散を進めることで、郊外を含めた新たな
需要が見込まれること

③ 2020年に大量供給されるオフィス（東京23区）は
ほぼ満室稼働する見込みであること。また、21～22
年の新規供給量は限定的であり、需給の改善が期待
されること（図表3）

④ オフィス不要論に対して、革新的な商品や技術は日
常の何げない会話の中や、物理的に一緒にいる場か
ら生まれることもあるとし、オフィスは必要である
とする意見もあること
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図表1：東証ＲＥＩＴ指数及びセクター別上昇率

出所）図表1～3はブルームバーグ、三鬼商事、森ビルのデータをもとに
ニッセイアセットマネジメントが作成

図表3：東京23区大規模オフィスビル新規供給

図表2：都心5区オフィス市況

※都心5区：千代田区、中央区、港区、渋谷区、新宿区
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。
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